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  木 ガイドラインの 趣旨、 目的、 基本的考え方 

「・ 本 ガイドラインの 趣旨 

木 ガイドラインは、 「個人情報の 保護に関する 法律」 ( 平成「 5 年法律第 57 号。 以下 

「 法 」という。 ) 第 6 条第 3 項及び第 8 条の規定に基づき、 法の対象となる 病院、 診療所、 

薬局、 介護保険法に 規定する居宅 サー ピス事業を行う 者等の事業者等が 行う個人情報の 

適正な取扱いの 確保に関する 活動を支援するためのガイドラインとして 定める ち のであ 

り 、 厚生労働大臣が 法を執行する 際の基準となるものであ る。 

2. 木 ガイドラインの 構成及び基本的考え 方 

個人情報の取扱いについては、 法第 3 条にあ いて、 「個人情報が、 個人の人格尊重の 理 

念の下に慎重に 取り扱われる ぺ きものであ る」とされていることを 踏まえ、 個人情報を 

取り扱うすべての 者は、 その目的や様態を 問わず、 個人情報の性格と 重要性を十分認識 

し 、 その適正な取扱いを 図らなけれ ば ならない。 

特に、 医療分野は、 「個人情報の 保護に関する 基本方針」 ( 平成「 6 年 4 月 2 日閣議決 

定。 以下「基本方針」という。 ) 及び国会における 附帯決議において、 個人情報の性質や 

利用方法等から、 特に適正な取扱いの 厳格な実施を 確保する必要があ る分野の一 つ であ 

ると指摘されており、 各医療機関等における 積極的な取組が 求められている。 

また、 介護分野においても、 介護関係事業者は、 多数の利用者やその 家族について、 

他人が容易には 知り得ないような 個人情報を詳細に 知りうる立場にあ り、 医療分野と同 

様に個人情報の 適正な取扱いが 求められる分野と 考えられる。 

このことを踏まえ、 本 ガイドラインで は、 法の趣旨を踏まえ 医療・介護関係事業者に 

おける個人情報の 適正な取扱いが 確保されるよう、 遵守すべき事項及び 遵守することが 

望ましい事項をできる 限り具体的に 示しており、 各医療・介護関係事業者においては、 

法令、 基本方針及び 木 ガイドラインの 趣旨を踏まえ、 個人情報の適正な 取扱いに取り 組 

む 必要があ る。 

具体的には、 医療・介護関係事業者 は、 木 ガイドラインの [ 法の親 宝 により遵守 すぺ 

き 事項等 ] のうち、 「しなけれ ば ならない」等と 記載された事項については、 法の規定に 

より厳格に遵守することが 求められる。 また、 [ その他の事項 ] についてほ 、 法に基づく 

義務等ではないが、 達成できるよう 努めることが 求められる。 

3. 本 ガイドラインの 対象となる「医療・ 介護関係事業者」の 範囲 

本 ガイドラインが 対象としている 事業者の範囲は 、 ①病院、 診療所、 助産所、 薬局、 

訪問看護ステーション 等の患者に対し 直接医療を提供する 事業者 ( 以下「医療機関等」 

という。 ) 、 ②介護保険法に 規定する居宅 サー ピス事業、 居宅介護支援事業及び 介護保険 

施設を経営する 事業、 老人福祉法に 規定する老人居宅生活支援事業及び 老人福祉施設を 

経営する事業その 他高齢者福祉ワービス 事業を行う者 ( 以下「介護関係事業者」という。 ) 

であ り、 いずれについて ち 、 個人情報保護に 関する他の法律 ゆ 条例が適用される、 国、 

地方公共団体、 独立行政法人等が 設置するものを 除く。 ただし、 医療・介護分野におけ 

る 個人情報保護の 精神は同一であ ることから、 これらの事業者も 木刀イドラインに 十分 

配慮することが 望ましい。 
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なお、 検体検査、 患者等や介護 サー ピス利用者への 食事の提供、 施設の清掃、 医療事 

務の業務など、 医療・介護関係事業者から 委託を受けた 業務を遂行する 事業者において 

は、 ホ ガイドラインのⅢ 4. に沿って適切な 安全管理措置を 講ずることが 求められると 

ともに、 当該委託を行う 医療・介護関係事業者は、 業務の委託に 当たり、 本 ガイドライ 

ンの趣旨を理解し、 本 カイドラインに 沿った対応を 行う事業者を 委託 克 として選定する 

とともに委託 先 事業者における 個人情報の取扱いについて 定期的に確認を 行い、 適切な 

運用が行われていることを 確認する等の 措置を講ずる 必要があ る。 

また、 法令上、 「個人情報取扱事業者」としての 義務等を負 う のは医療・介護関係事業 

者のうち、 識別される特定の 個人の数の合計が 過去 6 ケ月 以内のいすれの 日において ち 

5,000 を超えない事業者 ( 小規模事業者 ) を除くものとされている。 

しかし、 医療・介護関係事業者は、 個人情報を提供して 医療，介護関係事業者から ヴ 

一ヒ スを受ける患者・ 利用者等から、 その規模等によらず 良質かっ適切な 医療・介護 サ 

ーヒ スの提供が期待されていること、 そのため、 良質かつ適切な 医療・介護 サーヒ スの 

提供のために 最善の努力を 行 う 必要があ ること、 また、 患者・利用者の 立場からは、 ど 

の 医療・介護関係事業者が 法令上の義務を 負う個人情報取扱事業者に 該当するかが 分か 

りにくいこと 等から、 木 ガイドラインにおいてほ 個人情報取扱事業者としての 法令上の 

義務等を負わない 医療・介護関係事業者にち 木 ガイドラインを 遵守する努力を 求める ち 

のであ る。 

4. 本 ガイドラインの 対象となる「個人情報」の 範囲 

法令上「個人情報」とは、 生存する個人に 関する情報であ り、 個人情報取扱事業者の 

義務等の対象となるのは、 生存する個人に 関する情報に 限定されている。 木刀イドライ 

ンは、 医療・介護関係事業者が 保有する生存する 個人に関する 情報のうち、 医療・介護 

関係の情報を 対象とする ち のであ り、 また、 診療録等の形態に 整理されていない 場合で 

も個人情報に 該当する。 

なお、 当該患者・利用者が 死亡した後においても、 医療・介護関係事業者が 当該患者・ 

利用者の情報を 保存している 場合には、 漏えい、 滅失又はき 損 等の防止のため、 個人情 

報と同等の安全管理措置を 講ずるものとする。 

5. 大臣の権 限行使との関係等 

本 ガイドライン 中、 [ 法の規定により 遵守すべき事項等 ] に記載された 内容のうち、 医 

療 ・介護関係事業者の 義務とされている 内容を個人情報取扱事業者としての 義務を負う 

医療・介護関係事業者が 遵守しない場合、 厚生労働大臣は、 法第 34 条の規定に基づき、 

「勧告」及び「命令」を 行 う ことがあ る。 また、 法の適用除覚とされている 小規模事業 

者についてほ、 努力義務として 木 ガイドラインの 遵守が求められる。 

また、 法第 5 「柔皮 ぴ 「個人情報の 保護に関する 法律施行令」 ( 平成「 5 年 ] 2 月「 0 

日 政令第 507 号。 以下「 令 」という。 ) 第 「「条において、 法第 32 条から第 34 条に 

規定する主務大臣の 権 限に属する事務は、 個人情報取扱事業者が 行う事業であ って当該 

主務大臣が所管するものについての 報告の徴収、 検査、 勧告等に係る 権 限に属する事務 
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の 全部又は一部が 、 他の法令の規定により 地方公共団体の 長その他の執行機関が 行うこ 

ととされているときは、 当該地方な共団体の 長等が法に基づく 報告の徴収、 助言、 勧告 

及び命令を行うことがあ る。 

6. 医療・介護関係事業者が 行う措置の透明性の 確保と対覚的明確化 

法第 3 条では、 個人の人格尊重の 理念の下に個人情報を 慎重に扱うべきことが 指摘さ 

れている。 

医療・介護関係事業者 は 、 個人情報保護に 関する考え方や 方針に関する 宣言 ( い わ ゆ 

る、 フライバシーポリシー、 フライバシーステートメント 等 ) 及び個人情報の 取扱いに 

関する明確かつ 適正な規則を 策定し、 それらを対外的に 公表することが 求められる。 ま 

た、 患者等から当該本人の 個人情報がどのように 取り扱われているか 等について知りた 

いという求めがあ った場合は、 当該規則に基づき、 迅速に情報提供を 行う等必要な 措置 

を 行うものとする。 

個人情報保護に 関する考え方や 方針に関する 宣言の内容としてほ、 医療・介護関係事 

業者が個人の 人格尊重の理俳の 丁に個人情報を 取り扱うこと 及び関係法令及 び本 ガイド 

ライン等を遵守すること 等、 個人情報の取扱いに 関する規則においては、 個人情報に係 

る安全管理措置の 概要、 本人等からの 開示等の手続、 第三者提供の 取扱い、 苦情への対 

応等について 具体的に定めることが 考えられる。 

なお、 利用目的等を 広く公表することについては、 以下のような 趣旨があ ることに留 

意すべきであ る。 

①医療，介護関係事業者で 個人情報が利用される 意義について 患者・利用者等の 理解 

を得ること。 

②医療・介護関係事業苦において、 法を遵守 し 、 個人情報保護のため 積極的に取り 組 

んでいる姿勢を 対外的に明らかにすること。 

了 ・責任体制の 明確化と患者・ 利用者窓口の 設置等 

医療・介護関係事業者 は 、 個人情報の適正な 取扱いを推進し、 漏えい等の問題に 対処 

する体制を整備する 必要があ る。 このため、 個人情報の取扱いた 関し、 専門性と指導性 

を有し、 事業者の全体を 統括する組織体制・ 責任体制を構築し、 規則の策定や 安全管理 

措置の計画立案等を 効果的に実施できる 体制を構築するものとする。 

また、 患者・利用者等に 対しては、 受付 時 、 利用開始時に 個人情報の利用目的を 説明 

するなど、 必要に応じて 分かりやすい 説明を行 う 必要があ るが、 加えて、 患者・利用者 

等 が疑問に感じに 内容を 、 い っで ち 、 気軽に問い合わせできる 窓口機能等を 確保するこ 

とが重要であ る。 また、 患者・利用者等の 相談は、 医療・介護ワービスの 内容とも関連 

している場合が 多 い ことから、 個人情報の取扱いた 関し患者・利用者等からの 相談や苦 

情への対応等を 行う窓口機能等を 整備するとともに、 その窓口が サーヒ スの提供に関す 

る 栢談 機能とも有機的に 連携し 仁 対応が行える 体制とするなど、 患者・利用者等の 立場 

に立った対応を 行う必要があ る。 

なお、 個人情報の利用目的の 説明や窓口機能等の 整備、 開示の求めを 受け付ける方法 

を定める場合等に 当たっては、 障害のあ る患者・利用者等にも 配慮する必要があ る。 
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8. 遺族への診療情報の 提供の取扱い 

法 は 、 O 三 CD8 原則の趣旨を 踏まえ、 生存する個人の 情報を適用対象とし、 個人情 

報の目的外利用や 第三者提供に 当たっては本人の 同意を得ることを 原則としており、 死 

者の情報は原則として 個人情報とならないことから、 法及 び本 ガイドラインの 対象とは 

ならない。 しかし、 患者・利用者が 死亡した際に、 遺族から診療経過、 診療情報や介護 

関係の諸記録について 照会が行われた 場合、 医療・介護関係事業者 は 、 患者・利用者 本 

人の生双の意思、 名匡 等を十分に尊重しっ っ 、 特段の配慮が 求められる。 このため、 患 

者・利用者が 死亡した際の 遺族に対する 診療情報の提供については、 「診療情報の 提供等 

に関する指針」 ( 「診療情報の 提供等に関する 指針の策定について」 ( 平成「 5 年 9 月「 2 

日医政党第 09 「 200 「 号 )) の 9 において定められている 取扱いに従って、 医療・介護 

関係事業者は、 同指針の規定により 遺族に対して 診療情報・介護関係の 記録の提供を 行 

うものとする。 

9. 個人情報が研究に 活用される場合の 取扱い 

近年の科学技術の 高度化に伴い、 研究において 個人の診療情報等や 要介護認定情報等 

を 利用する場合が 増加しているほか、 患者・利用者への 診療や介護と 平行して研究が 進 

められる場合もあ る。 

法 第 50 条 第 ] 項においては、 憲法上の基本的人権 であ る「学問の自由」の 保障への 

配慮から、 大学その他の 学術研究を目的とする 機関等が、 学術研究の用に 供する目的を 

その全部又は 一部として個人情報を 取り扱う場合については、 法による義務等の 規定は 

適用しないこととされている。 従って、 この場合には 法の運用指針としての 木 ガイドラ 

インは適用されるものではないが、 これらの場合にあ いても、 法第 50 条第 3 項により、 

当該機関等は、 自主的に個人情報の 適正な取扱いを 確保するための 措置を講ずることが 

求められており、 これに当たっては、 医学研究分野の 関連指針 ( 別表 5 参照 ) ととちに 

木 ガイドラインの 内容についてち 留意することが 期待される。 

なお、 治験及び市販後臨床試験における 個人情報の取扱いについては、 木 ガイドライ 

ン のほか、 薬事法及 び 関係法令 ( 「医薬品の臨床試験の 実施の基準に 関する省令」 ( 平成 

9 年厚生省令第 28 号 ) 等 ) の規定や、 関係団体等が 定める指針に 従 う ものとする。 ま 

た、 医療機関等が 企業から研究を 受託して又は 共同で実施する 場合における 個人情報の 

取扱いについては、 本 ガイドラインのほか、 別表 5 に 渇 ける指針や、 関係団体等が 定め 

る指針に従うものとする。 

10 ．遺伝情報を 診療に活用する 場合の取扱い 

遺伝学的検査等により 得られた遺伝情報については、 本人の遺伝子・ 染色体の変化に 

基づく体質、 疾病の発症等に 関する情報が 含まれるほか、 その血縁者に 関わる情報でち 

あ り、 その情報は生涯変化しないちのであ ることから、 これが漏えいした 場合には、 本 

人及び血縁者が 被る被害及び 苦痛は大きな ち のとなるおそれがあ る。 したがって、 遺伝 

学的検査等により 得られた遺伝情報の 取扱いについては、 UNESCO 国際宣言等 ( 別表 

6 参照 ) 、 別表 5 に渇ける指針及び 関係団体等が 定める指針を 参考とし、 特に留意する 必 
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妻 があ る。 

また、 検査の実施に 同意している 場合においても、 その検査結果が 示す意味を正確に 

理解することが 困難であ ったり、 疾病の将来予測性に 対してどのように 対処すればよい 

かなど、 本人及び家族等が 大きな不安を 持つ場合が多い。 したがって、 医療機関等が、 

遺伝学的検査を 行う場合には、 臨床遺伝学の 専門的知識を 持つ者により、 遺伝カウンセ 

リンクを実施するなど、 本人及 び 家族等の心理社会的支援を 行う必要があ る。 

Ⅱ．他の法令等との 関係 

医療・介護関係事業者は、 個人情報の取扱いにあ たり、 法、 基本方針及び 本 ガイドラ 

インに示す項目のほか、 個人情報保護又は 守秘義務に関する 他の法令等 ( 刑法、 関係 費 

格法 、 介護保険法等 ) の規定を遵守しなければならない。 

また、 病院等の管理者の 監督義務 ( 医療法第「 5 条 ) ゆ 業務委託 ( 医療法第「 5 条の 

2 等 ) に係る規定、 介護関係事業者における 個人情報保護に 係る規定等を 遵守しなけれ 

ぽ ならない。 

また、 医療分野についてほ、 すでに「診療情報の 提供等に関する 指針」が定められて 

いる。 これは、 イ ン フ オームド・コンセントの 理念等を踏まえ、 医療従事者等が 診療 情 

報を積極的に 提供することにより、 医療従事者と 患者等とのより 良 い 信頼関係を構築す 

ることを目的としており、 この目的のため、 患者等からの 求めにより個人情報であ る 診 

療 情報を開示する 場合は、 同指針の内容に 従 う ものとする。 

「 2. 認定個人情報保護団体における 取組 

法 第 37 条においては、 個人情報取扱事業者の 個人情報の適正な 取扱いの確保を 目的 

とする業務を 行 う 法人等は主務大臣の 認定を受けて 認定個人情報保護団体となることが 

できることとされている。 認定個人情報保護団体となる 医療・介護関係の 団体等は、 傘 

下の医療・介護関係事業者を 対象に、 個人情報保護に 係る普及・啓発を 推進するほか、 

法の趣旨に沿った 指針等を自主的なルールとして 定めたり、 個人情報の取扱いに 関する 

患者・利用者等のための 相談窓口を開設するなど、 積極的な取組を 行うことが期待され 

ている。 
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Ⅱ 用語の定義等 

「．個人情報 ( 法 第 2 条 第 ] 項 ) 

「個人情報」とは、 生存する個人に 関する情報であ って、 当該情報に含まれる 氏名、 

生年月日、 その他の記述等により 特定の個人を 識別することができるもの ( 他の情報と 

容易に照合することができ、 それにより特定の 個人を識別することができることとなる 

ちのを含む 力 をい う 。 「個人に関する 情報」は、 氏名、 性別、 生年月日等個人を 識別す 

る情報に限られず、 個人の身体、 財産、 職種、 肩書き等の属性に 関して、 事実、 判断、 

評価を表すすべての 情報であ り、 評価情報、 公刊初等によって 公にされている 情報や、 

映像、 音声による情報も 含まれ、 暗号化されているか 否かを問わない。 

また、 例え ぼ 診療録には、 患者について 客観的な検査をしたテータもあ れは、 それに 

対して医師が 行った判断や 評価も書かれている。 これら全体が 患者個人に関する 情報に 

当たる ち のであ るが、 あ わせて、 当該診療録を 作成した医師の 側からみると、 自分が行 

った 判断や評価を 書いている ち のであ るので、 医師個人に関する 情報とも言うことがで 

きる。 したがって、 診療録等に記載されている 情報の中には、 患者と医師等双方の 個人 

情報という二面性を 持っている部分ちあ ることに留意が 必要であ る。 

なお、 死者に関する 情報が、 同時に、 遺族等の生存する 個人に関する 情報でちあ る場 

合には、 当該生存する 個人に関する 情報となる。 

本 ガイドラインは、 医療・介護関係事業者が 保有する医療・ 介護関係個人情報を 対象 

とする ち のであ り、 診療録等の形態に 整理されていない 場合でも個人情報に 該当する。 

( 例 ) 下記については、 記載された氏名、 生年月日、 その他の記述等により 特定の個人 

を 識別することができることから、 匿名化されたちのを 除き、 個人情報に該当する。 

(E 療 ，介護関係法令において 医療・介護関係事業者に 作成・保存が 義務づけられ 

ている記録 例は 別表「参照 ) 

0 医療機関等における 個人情報の例 

診療録、 処方せん、 手術記録、 助産 録 、 看護記録、 検査所見記録、 エックス線 写 

真 、 紹介状、 退院した患者に 係る入院期間中の 診療経過の要約、 調剤 録 等 

0 介護関係事業者における 個人情報の例 

ケアフラン、 介護サ ー ピス提供にかかる 計画、 提供した サー ピス内容等の 記録、 

事故の状況等の 記録 等 

2. 個人情報の匿名化 

当該個人情報から、 当該情報に含まれる 氏名、 生年月日、 住所等、 個人を識別する 情 

報を取り除くことで、 特定の個人を 識別できないようにすることをいう。 顔写真にっ い 

ては、 一般的にほ目の 部分にマスキンクすることで 特定の個人を 識別できないと 考えら 

れる。 なお、 必要な場合には、 その人と関わりのない 符号又は番号を 付すこともあ る。 

このような処理を 行っても、 事業者内で医療・ 介護関係個人情報を 利用する場合は 、 

事業者内で得られる 他の情報ゆ匿名化に 際して付された 符号 叉は 番号と個人情報との 対 
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応表 等と照合することで 特定の患者・ 利用者等が識別されることも 考えられる。 法にお 

いては、 「他の情報と 容易に照合することができ、 それにより特定の 個人を識別すること 

ができることとなるもの」について 七個人情報に 含まれる ち のとされており、 匿名化に 

当たっては、 当該情報の利用目的や 利用者等を勘案した 処理を行う必要があ り、 あ わせ 

て、 本人の同意を 得るなどの対応 ち 考慮する必要があ る。 

また、 特定の患者・ 利用吾の症例や 事例を学会で 発表したり、 学会誌で報告したりす 

る 場合等は、 氏名、 生年月日、 住所等を消去することで 匿名化されると 考えられるが、 

症例や事例により 十分な匿名化が 困難な場合は、 本人の同意を 得なけれ ば ならない。 

なお、 当該発表等が 研究の一環として 行われる場合には 1 9. に示す取扱いたよるも 

のとする。 

3. 個人情報データベース 等 ( 法 第 2 条第 2 項 ) 、 個人データ ( 法 第 2 条第 4 項 ) 、 保有 個 

人 データ ( 法 第 2 条第 5 項 ) 

「個人情報テータベース 等」とは、 特定の個人情報をコンピコータを 用いて検索する 

ことができるように 体系的に構成した 個人情報を含む 情報の集合体、 又はコンピュータ 

を 用いていない 場合であ っても、 紙面で処理した 個人情報を一定の 規則 ( 例えば、 五十 

音順、 生年月日順など ) に従って整理・ 分類し、 特定の個人情報を 容易に検索すること 

ができるよう、 目次、 索引、 符号等を付し、 他人によって ち 容易に検索可能な 状態にお 

い ているものをいう。 

「個人チータ」とほ、 「個人情報データベース 等」を構成する 個人情報を い う。 

「保有個人データ」とほ、 個人テータのうち、 個人情報取扱事業者が、 開示、 内容の 

訂正、 追加又は削除、 利用の停止、 消去及び第姉者への 提供の停止を 行うことのできる 

権 限を有する ち のをいう。 ただし、 のその存否が 明らかになることにより、 公益その他 

の 利益が害されるもの、 ② 6 ケ月 以内に消去する ( 更新することは 除く。 ) こととなるも 

のは除く。 

診療録等の診療記録や 介護関係記録については、 媒体の如何にかかわらず 個人データ 

に 該当する。 

また、 検査等の目的で、 患者から血液等の 検体を採取した 場合、 それらは個人情報に 

該当し、 利用目的の特定等 (T 「．参照 ) 、 利用目的の通知等 CfTT2. 参照 ) 等の対象と 

なることから、 患者の同意を 得ずに、 特定された利用目的の 達成に必要な 範囲を超えて 

検体を取り扱って ほ ならない。 また、 これらの検査結果については、 診療録等と同様に 

検索可能な状態として 保存されることから、 個人データに 該当し、 第三者提供 CT5. 

参照 ) や 開示 CDI7. 参照 ) の対象となる。 

4. 本人の同意 

法は 、 個人情報の目的覚利用や 個人データの 第三者提供の 場合には、 原則として木人 

の同意を得ることを 求めている。 これほ、 法の基本となる O 巨 CD8 原則のうち、 利用 

制限の原則の 考え方の現れであ るが、 医療機関等については、 患者に適切な 医療ワービ 

スを 提供する目的のために、 当該医療機関等において、 通常必要と考えられる 個人情報 

の利用範囲を 施設内への掲示 ( 院内掲示 ) により明らかにしておき、 患者側から特段 明 
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確 な反対・留保の 意思表示がない 場合にほ、 これらの範囲内での 個人情報の利用につい 

て同意が得られているものと 考えられる。 (fTT5. (3) C4) 参照 ) 

また、 患者・利用者が、 意識不明ではないものの、 本人の意思を 明確に確認できない 

状態の場合については、 意識の回復にあ れせて、 速やかに本人への 説明を行い本人の 同 

意を得るものとする。 

なお、 これらの場合において 患者・利用者の 理解 力 、 判断力などに 応じて、 可能な限 

り 患者・利用者本人に 通知し、 同意を得るよう 努めることが 重要であ る。 

5. 家族等への病状説明 

法においては、 個人テータを 第三者提供する 場合には、 あ らかじめ本人の 同意を得る 

ことを原則としている。 一方、 病態によっては、 治療等を進めるに 当たり、 木人だけで 

なく家族等の 同意を得る必要があ る場合もあ る。 家族等への病状説明については、 「患者 

( 利用者 ) への医療 ( 介護 ) の提供に必要な 利用目的 (n 「． (D ) 参照 ) と 考えられる 

が、 本人以覚の者に 病状説明を行 う 場合 は 、 本人に対し、 あ らかじめ病状説明を 行 う家 

族 等の対象者を 確認し、 同意を得ることが 望ましい。 この際、 本人から申出があ る場合 

には、 治療の実施等に 支障の生じない 範囲において、 現実に患者 ( 利用者 ) の世話をし 

ている親族及びこれに 準ずる者を説明を 行う対象に加えたり、 家族の特定の 人を限定す 

るなどの取扱いとすることができる。 

一方、 意識不明の患者の 病状や重度の 痴呆性の高齢者の 状況を家族等に 説明する場合 

は、 本人の同意を 得ずに第三者提供できる 場合と考えられる (D15. (2) ②参照 ) 。 こ 

の場合、 医療・介護関係事業者において、 本人の家族等であ ることを確認した 上で、 治 
療等を行 うに 当たり必要な 範囲で、 情報提供を行うとともに、 本人の過去の 病歴、 治療 

歴 等について情報の 取得を行う。 本人の意識が 回復した際には、 速やかに、 提供及び 取 

得した個人情報の 内容とその柏手について 本人に説明するととちに、 本人からの 中 出が 

あ った場合、 取得した個人情報の 内容の訂正等、 病状の説明を 行う家族等の 対象者の変 

更等を行う。 

な お 、 患者の判断能力に 疑義があ る場合は、 意識不明の患者と 同様の対応を 行うとと 

ちに、 判断能力の回復にあ れせて、 速やかに本人への 説明を行い木人の 同意を得るちの 

とする。 
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